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○旭川市工業等振興促進条例施行規則 

平成20年９月19日規則第72号 

改正 

平成23年３月31日規則第12号 

平成23年７月１日規則第27号 

平成24年３月29日規則第18号 

平成25年３月28日規則第９号 

平成29年９月15日規則第35号 

平成30年３月29日規則第22号 

平成31年３月29日規則第24号 

令和元年12月12日規則第44号 

令和３年３月31日規則第12号 

令和５年３月31日規則第27号 

旭川市工業等振興促進条例施行規則 

旭川市工業等振興促進条例施行規則（昭和60年旭川市規則第25号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、旭川市工業等振興促進条例（平成20年旭川市条例第55号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（新設及び増設の範囲） 

第２条 条例第１条の工場等の新設とは、市内に工場等を有しない者が工場等を新たに設置するこ

とをいう。 

２ 条例第１条の工場等の増設とは、市内に工場等を有する者が製造能力の増加又は施設の拡充を

目的として工場等を新たに設置し、又は工場等を拡張し、若しくは移転することをいう。 

（施設の範囲等） 

第３条 条例第２条第１号の物の製造又は加工を行う施設とは、統計法（平成19年法律第53号）第

２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類に掲げる製造業に属する事業その他これ

に類する事業又は電気その他のエネルギーを発生し、若しくは供給する事業を行う施設をいう。 

２ 条例第２条第４号の規則で定める業務施設とは、地域再生法施行規則（平成17年内閣府令第53

号）第８条第１号に掲げる部門のいずれかの部門のために使用される業務施設をいう。 

３ 条例第２条第９号の操業日とは、対象固定資産の全てが設置され、稼働した日（特定産業支援



2/9 

業を行う工場等にあっては、新たに雇用され、又は増加した常用雇用者の全てが就業した日）を

いう。 

４ 条例第２条第12号の規則で定める者は、期間を定めて雇用される者であって、継続して１年を

超えて雇用されることが見込まれるものとする。 

（指定地域） 

第４条 条例第４条第１項の規則で定める地域は、工場の新設又は増設の場合にあっては都市計画

法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に規定する準工業地域、工業地域及び工業専用地

域並びに同法第７条第１項に規定する市街化調整区域のうち旭川市工業団地１条３丁目158番地

の13から158番地の16まで、158番地の18から158番地の20まで、158番地の23から158番地の26まで、

158番地の40、158番地の41、158番地の43から158番地の46まで、158番地の68、160番地の２、160

番地の３、160番地の15及び161番地の10、旭川市工業団地２条３丁目158番地の27から158番地の

29まで、158番地の38、158番地の47から158番地の49まで、158番地の74、160番地の16から160番

地の18まで、161番地の２、161番地の８及び164番地の４並びに旭川市工業団地３条３丁目158番

地の30、158番地の34から158番地の36まで、158番地の51から158番地の55まで、158番地の57から

158番地の62まで、160番地の19から160番地の21まで、167番地の２から167番地の５まで、170番

地の２、170番地の４、170番地の８及び173番地の２（以下「動物園通り産業団地」という。）と

し、事業所、試験研究施設又は特定業務施設の新設又は増設の場合にあっては同項に規定する市

街化区域及び動物園通り産業団地とする。ただし、市長が特に必要と認めたときは、これらの地

域以外の地域を加えることがある。 

（常用雇用者の人数に係る期間等） 

第５条 条例第４条第１項第２号の規則で定める期間は、操業日前10年間とする。 

２ 条例第４条第１項第２号の規則で定める人数は、20人（中心市街地の活性化に関する法律（平

成10年法律第92号）第16条第１項に規定する認定中心市街地の区域内における工場等の新設又は

増設の場合にあっては、10人）とする。 

（指定の申請） 

第６条 条例第４条第２項の規定による申請は、指定申請書（様式第１号）を市長に提出すること

により行わなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、その結果を当該申請書を提

出した者に通知するものとする。 

（課税免除の対象） 
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第７条 条例第５条第１項の規則で定める土地は、取得した日の翌日から起算して２年以内に工場

等の新設又は増設に着手した土地とする。 

（環境配慮型施設） 

第８条 条例第５条第２項の規則で定める環境に配慮した設備を有する施設は、太陽光、雪氷冷熱

その他の再生可能エネルギーを利用することにより、通常の施設と比較して二酸化炭素の排出量

を20パーセント以上低減させる設備を有すると市長が認めるものとする。 

（課税免除の申請） 

第９条 条例第６条の規定による申請は、固定資産税及び都市計画税に係る基準年度の前年度の１

月31日までに、課税免除申請書（様式第２号）を市長に提出することにより行わなければならな

い。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、その結果を当該申請書を提

出した者に通知するものとする。 

（工場等設置助成金の算定） 

第10条 条例第７条第１項の規則で定めるところにより算定した額は、工場等の増設をしなかった

場合に課されるべきであった事業所税に相当する額とする。 

（土地取得助成金の対象） 

第11条 条例第７条第２項の規則で定める土地は、次に掲げる要件のいずれにも該当する土地（そ

の面積が工場等の面積の合計の３倍の面積を超える場合は、当該３倍の面積に相当する部分）と

する。 

(１) 都市計画法第８条第１項第１号に規定する工業専用地域又は動物園通り産業団地であるこ

と。ただし、市長が特に必要と認めたときは、この限りでない。 

(２) 面積が3,000平方メートル以上であるものであること。 

(３) 取得した日の翌日から起算して２年以内に工場等の新設又は増設に着手したものであるこ

と。 

（工場等改修助成金の対象） 

第12条 条例第７条第３項の規則で定める建物の改修は、操業日前６月以内に完了した改修とする。 

（環境配慮型施設整備助成金の対象） 

第13条 条例第７条第４項の規則で定める設備の整備は、操業日前６月以内に完了した整備とする。 

（雇用助成金の対象） 

第14条 条例第７条第５項の規則で定める常用雇用者は、雇用助成金の交付の申請をする日の属す
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る年度の４月１日時点において、６月以上雇用されている者であって本市に住所を有するものと

する。 

（操業前研修助成金の対象） 

第15条 条例第７条第６項の規則で定める研修は、操業日前６月以内に実施した研修とする。 

（操業助成金の対象） 

第16条 条例第７条第７項の規定による操業助成金は、交付の申請をする日の属する年度の前年度

分として支払った費用を対象とする。 

（助成金の交付の申請） 

第17条 条例第８条の規定による申請は、助成金の交付を受けようとする年度の９月30日までに、

助成金交付申請書（様式第３号）を市長に提出することにより行わなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、その結果を当該申請書を提

出した者に通知するものとする。 

（助成金の交付時期） 

第18条 助成金の交付時期は、次の各号に掲げる助成金の区分に応じ、当該各号に定める時期とす

る。 

(１) 工場等設置助成金 事業所税に係る基準年度以降３年間に課する各年度の事業所税の納期

限の属する年度の翌年度 

(２) 土地取得助成金、工場等改修助成金、環境配慮型施設整備助成金及び操業前研修助成金 操

業日の属する年度の翌々年度 

(３) 雇用助成金及び操業助成金 操業日の属する年度の翌々年度以降３年間 

（端数計算） 

第19条 助成金の額を算定する場合において、助成金の額に1,000円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。 

（地位の承継の届出） 

第20条 条例第９条の届出は、地位承継届（様式第４号）を市長に提出することにより行わなけれ

ばならない。 

（操業の休止等の届出） 

第21条 課税免除又は助成金の交付を受けた者は、操業日から５年（特定産業支援業を行う者にあ

っては、６年）以内に、その対象となった工場等の操業を休止し、又は廃止したときは、遅滞な

く、操業休止・廃止届（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 
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（助成金交付決定の取消し等に係る期間） 

第22条 条例第10条第３項第３号の規則で定める期間は、操業日から６年間とする。 

（事業報告書の提出） 

第23条 課税免除又は助成金の交付を受けた者は、当該課税免除又は助成金の交付を受けた各事業

年度（個人にあっては、各年）につき、それぞれ決算終了後３月以内に事業報告書（様式第６号）

を市長に提出しなければならない。 

（委任） 

第24条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に条例による改正前の旭川市工業等振興促進条例（昭和60年旭川市条例

第13号）の規定により指定を受けている者に係る奨励金については、なお従前の例による。 

（東日本大震災により工場等に被害を受けた者に係る特例） 

３ 条例附則第４項において条例の規定を読み替えて適用する場合におけるこの規則の規定の適用

については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

第３条第２項 対象固定資産の全てが設置され、稼

働した日（特定産業支援業を行う工

場等にあっては、新たに 

新たに 

日） 日 

第３条第３項 雇用されることが見込まれるもの

（特定産業支援業にあっては、 

雇用され、及び 

者に限る。） 者 

第５条第２項 20人（中心市街地の活性化に関する

法律（平成10年法律第92号）第16条

第１項に規定する認定中心市街地

の区域内における工場等の新設又

５人 
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は増設の場合にあっては、10人） 

第14条 条例 条例附則第４項の規定により読み

替えて適用される条例 

の属する年度の４月１日時点にお

いて、１年以上雇用されている者で

あって本市に１年以上住所を有す

るもの（特定産業支援業にあって

は、当該年度の初日の属する年の前

年中の給与等の収入金額が130万円

以上であった者に限る。） 

において、１月以上雇用され、本市

に住所を有する者であって、年間の

給与等の収入金額が130万円以上で

あると見込まれるもの 

第16条 条例 条例附則第４項の規定により読み

替えて適用される条例 

年度の前年度に支払った 年度に支払う 

第17条第１項 ９月30日まで ９月30日まで（操業日の属する年度

にあっては、第６条第２項の規定に

よる指定の通知を受けた日の翌日

から起算して30日以内） 

第18条第２号 、工場等改修助成金、環境配慮型施

設整備助成金及び操業前研修助成

金 

及び工場等改修助成金 

年度の翌々年度 年度 

第18条第３号 年度の翌々年度 年度 

様式第１号 第４条第１項 附則第４項の規定により読み替え

て適用される同条例第４条第１項 

（東日本大震災により被害を受けた者を雇用した者に係る特例） 

４ 第３条第３項、第６条、第14条、第17条、第18条第３号及び第19条から第23条まで並びに様式

第１号及び様式第３号から様式第６号までの規定は、条例附則第５項の雇用助成金について準用

する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 
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第３条第３項 雇用されることが見込まれるもの

（特定産業支援業にあっては、 

雇用され、及び 

者に限る。） 者 

第６条第１項 条例 条例附則第６項の規定により読み

替えて準用される条例 

第14条 条例 条例附則第６項の規定により読み

替えて準用される条例 

の属する年度の４月１日時点にお

いて、１年以上雇用されている者で

あって本市に１年以上住所を有す

るもの（特定産業支援業にあって

は、当該年度の初日の属する年の前

年中の給与等の収入金額が130万円

以上であった者に限る。） 

において、１月以上雇用され、本市

に住所を有する者であって、年間の

給与等の収入金額が130万円以上で

あると見込まれるもの 

第17条第１項 条例 条例附則第６項の規定により読み

替えて準用される条例 

９月30日まで ９月30日まで（附則第４項の規定に

より読み替えて準用される第14条

に規定する常用雇用者を雇用した

日（以下「雇用日」という。）の属

する年度にあっては、附則第４項に

おいて準用される第６条第２項の

規定による指定の通知を受けた日

の翌日から起算して30日以内） 

第18条第３号 雇用助成金及び操業助成金 雇用助成金 

操業日 雇用日 

年度の翌々年度 年度 

第20条 条例 条例附則第６項の規定により読み

替えて準用される条例 



8/9 

第21条 課税免除又は助成金 助成金 

操業日 雇用日 

第22条 操業日 雇用日 

第23条 課税免除又は助成金 助成金 

様式第１号 第４条第１項 附則第５項 

様式第６号 第23条 附則第４項の規定により読み替え

て準用される同規則第23条 

附 則（平成23年３月31日規則第12号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、平成23年４月１日から施行する。ただし、第２条第２項及び第３条第１項の改正

規定は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の旭川市工業等振興促進条例施行規則第３条第１項の規定は、平成21年

４月１日から適用する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際現に旭川市工業等振興促進条例の一部を改正する条例（平成23年旭川市条

例第18号）による改正前の旭川市工業等振興促進条例の規定による指定を受けている者に係る課

税免除及び奨励金の交付については、なお従前の例による。 

附 則（平成23年７月１日規則第27号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成28年３月31日において現に旭川市工業等振興促進条例附則第４項の規定により読み替えて

適用される同条例第４条第１項の規定による指定を受けている者に係る課税免除及び助成金の交

付並びに同条例附則第５項の規定による指定を受けている者に係る助成金の交付については、同

日後も、なお従前の例による。 

附 則（平成24年３月29日規則第18号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月28日規則第９号） 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に旭川市工業等振興促進条例（平成20年旭川市条例第55号）の規定によ

る指定を受けている者に係る助成金の交付については、なお従前の例による。 

附 則（平成29年９月15日規則第35号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第４条の改正規定（「特定事業用施設又は試験

研究施設」を「試験研究施設又は特定業務施設」に改める部分を除く。）は、平成30年４月１日

から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に旭川市工業等振興促進条例（平成20年旭川市条例第55号）の規定によ

る指定を受けている者に係る課税免除及び助成金の交付については、なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月29日規則第22号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成31年３月29日規則第24号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年12月12日規則第44号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日規則第12号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の旭川市規則の様式の規定に基づいて作成され

ている用紙は、この規則による改正後の旭川市規則の様式の規定にかかわらず、当分の間、使用

することができる。 

附 則（令和５年３月31日規則第27号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 


